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令和 2 年 3 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

1,170 円 1,514 円

1,170 円 1,513 円

1,170 円 1,410 円平成30年度 平成30年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）を
いう。

業務用使用料体
系 の

概 要 ・ 考 え 方

水道使用量に応じた従量料金制をとっており、10㎥までを基本料金とし11㎥以上を超過
料金としている。10㎥までを714円、11～100㎥まで85円/㎥、101～300㎥まで95円/㎥、
301㎥以上を104円としています。

その他の使用料
体 系 の

概 要 ・ 考 え 方
団体用は業務用使用料金と同じです。

条例上の使用料
*2

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※過去３年度分を

記 載

平成28年度 実質的な使用料*3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※過去３年度分を記
載

平成28年度

平成29年度 平成29年度

処 理 場 数 全て流域下水道に接続のため処理場はありません。

広域化・共同化・
最適化実施状況*1

特になし

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域
化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料
金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて
最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用
料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

水道使用量に応じた従量料金制をとっており、8㎥までを基本料金とし9㎥以上を超過料
金としている。8㎥までを428円、9～25㎥まで57円/㎥、26～50㎥まで66円/㎥、51㎥以上
を76円としています。

法非適用

処 理 区 域 内
人 口 密 度

66.2人/ha
流域下水道等への
接 続 の 有 無

沖縄県中城湾南部流域
（西原処理場）へ接続

処 理 区 数 15処理分区

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（供用開始後年数）

平成14年（供用開始から18年）
法適（全部適用・一部
適 用 ） 非 適 の 区 分

策 定 日 ：

別添２－２

中城村公共下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 沖縄県　中城村

事 業 名 ： 下水道事業



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

2．将来の事業環境

（１） 処理区域内人口の予測

（２） 有収水量の予測

（３） 使用料収入の予測

使用料収入は、有収水量の増減に連動しますので短期的には増加し、中長期的には減少傾向に推移して
いくものと考えられます。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課
室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

①経費回収率は使用料で回収すべき経費をどの程度所要量で賄えるかの指標です。平成30年度末時点で
50.85％と低く、類似団体平均の83.31％、全国平均の100.91％と比較すると大きく下回っています。これは、
事業開始から年数が浅く現在も下水道整備を推進しているため、資本投資が収益を上回っているためです
が、今後投資を回収するためにも水洗化率を向上させて収益増加をおこなう必要があります。
②汚水処理原価は有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用で、平成30年度末時点で150.00円であり、
類似団体平均の160.62円、全国平均の136.86円を上回っています。
③水洗化率は下水処理区域内の人口のうち下水道を使用している人口の比率です。H30年度度末で
52.36％と低く、類似団体平均の87.09％、全国平均の95.20％を下回っています。供用開始から順調に水洗
化率は増加していますが、類似団体平均や全国平均に比べて依然低い値となっているため広報活動や啓も
う活動を強化していく必要があります。

資産活用の状況

 ア　エネルギー利用
　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

該当なし

 イ　土地・施設等利用
　（未利用土地・施設の活用等）*5

該当なし

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取
組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売
却は除く）。

土地区画整理事業により南上原地区の人口は増加傾向にあり、短期的には人口増加が見込めます。その他
の地区は概ね現状維持で推移するものと考えられます。しかし、中長期的には少子化の影響により村内全域
で人口減少していくものと考えられます。

南上原地区の人口増加に伴い有収水量は増加傾向にあり、短期的には増加していくものと考えられます。し
かし、中長期的には、人口減少や節水型器具の普及等により減少していくものと考えられます。

民間活用の状況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

管渠施設について、運転や維持管理業務を民間事業者
に委託しています。

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

職 員 数 2名

事 業 運 営 組 織 上下水道課に所属する下水道係で事業運営をおこなっています。



（４） 施設の見通し

（５） 組織の見通し

3．経営の基本方針

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

管渠施設については供用開始から18年経過していますが、耐用年数50年として改築更新する段階ではあり
ません。また、マンホールポンプ施設についても、平成28年度から開始し、経過年数は3年程度であり耐用年
数15年として改築更新する段階ではありません。

今後も下水道係の職員数は２名体制で事業を行う予定です。

①下水道使用料について
　水洗化率の増加により下水道使用料も増加傾向にありますが、資本投資も増加しています。中長期的には
人口減少等の収入減少要因が見込まれるため、更なる水洗化率の上昇に努めるとともに下水道使用料改定
も検討していく必要があります。
②国庫補助金
　引き続き公共下水道整備をおこなうため交付金を計上しています。
③企業債
　公共下水道整備、流域下水道建設負担金等の国庫補助にかかるものに限って計上しています。
④一般会計繰入金
　繰入基準内を中心に、最低限の基準外を計上しています。

①維持管理については、引き続き民間業者へ委託し経費削減に努めます。
②職員給与については、中城村職員の給与に関する条例に準じます。
③修繕費については、必要最小限に抑えます。

　中城村公共下水道事業は、平成8年から委託を含めた汚水管渠工事を開始し、平成14年4月から供用開
始しました。平成30年度末での下水道整備率は51.8％まで進捗しており、水洗化率も52.3％に達していま
す。今後も生活環境の改善、公用水域の保全に向けて引き続き下水道整備を進めています。しかしながら、
現実的には使用料収入で公共下水道事業の全てを賄うことができず、一般会計からの繰入金に依存してい
る状況です。
　今後、人口減少や節水型器具の普及、節水意識の向上により有収水量の減少が見込まれ、収入の減少が
想定されます。そのため、安定した下水道使用料など収入の確保にむけて、下水道接続の普及活動を強化
する必要があります。　また、将来的に老朽化する排水設備の改築更新や地震対策など建設費の増加が見
込まれます。
　そのため、計画的な歳出をおこない一般会計繰入金（基準外繰入金）の縮減を図り、経費回収率の向上等
を行わなければいけません。また、効率的で持続可能な下水道経営をおこなうために、全国平均から大きく
下回る下水道使用料の改定等も検討していく必要があります。（参考：H28年度末全国平均3,029円、中城村
1,170円：家庭用使用料20㎥/月あたり）

①投資回収のため、人口密集地である南上原地区を優先的に整備し、下水道使用料の増加に努めます。
②管渠施設については、平成8年度から開始し、経過年数は最大で23年であり耐用年数50年として改築更
新する段階ではありません。
③マンホールポンプ施設については、平成28年度から開始し、経過年数は3年程度であり耐用年数15年とし
て改築更新する段階ではありません。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

4．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

特になし

その他の取組 特になし

対象施設なしのため、該当なし。

職員給与費に関する事項 中城村職員の給与に関する条例に準じます。

動力費に関する事項 維持管理をおこなうことにより、動力費の低減に努めます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委
託、指定管理者制度、PPP/PFI
など）

該当なし

その他の取組 該当なし

経営戦略の事後検証、
更 新 等 に 関 す る 事 項

経済状況や物価等の動向に注視しながら、5年毎に経営戦略を検証していきま
す。令和４年度末までには公営企業会計への移行を予定していおり、移行後はよ
り詳細な経営戦略策定を行う予定です。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項 維持管理をおこなうことにより、修繕費の低減に努めます。

委託費に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

維持管理については、引き続き民間業者へ委託し経費削減に努めます。

使用料の見直しに関する事項
下水道使用料が全国平均と比較して低いことや一般会計繰入金に依存し
ていることから、今後使用料金の見直しを検討する必要があります。

資産活用による収入増加
の取組について

該当なし

広域化・共同化・最適化に関す
る事項

該当なし

投資の平準化に関する事項 該当なし

その他の取組 該当なし



（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 66,639 70,002 69,874 75,535 76,326 76,642 76,651 76,165 75,597 74,697 73,762 72,636
（１） (B) 38,661 44,713 49,211 52,967 56,011 58,491 60,512 62,158 63,500 64,593 65,484 66,210

ア 38,265 43,996 48,581 52,317 55,361 57,841 59,862 61,508 62,850 63,943 64,834 65,560
イ (C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ウ 396 717 630 650 650 650 650 650 650 650 650 650

（２） 27,978 25,289 20,663 22,568 20,316 18,152 16,139 14,006 12,097 10,103 8,278 6,426
ア 23,030 22,396 20,188 22,310 20,046 17,882 15,869 13,736 11,827 9,833 8,008 6,156
イ 4,948 2,893 475 258 270 270 270 270 270 270 270 270

２ (D) 60,764 63,265 64,699 69,851 70,493 70,679 70,469 69,936 69,136 68,188 67,020 65,846
（１） 25,672 29,276 32,327 38,813 41,071 42,911 44,410 45,632 46,627 47,438 48,099 48,637

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 25,672 29,276 32,327 38,813 41,071 42,911 44,410 45,632 46,627 47,438 48,099 48,637
（２） 35,092 33,989 32,372 31,038 29,422 27,768 26,059 24,304 22,509 20,750 18,921 17,209

ア 35,092 33,989 32,372 31,038 29,422 27,768 26,059 24,304 22,509 20,750 18,921 17,209
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
３ (E) 5,875 6,737 5,175 5,684 5,833 5,964 6,182 6,229 6,462 6,509 6,742 6,790
1 (F) 249,452 195,892 212,397 218,100 226,394 211,107 214,816 223,036 220,823 222,555 221,680 219,724
（１） 65,400 41,400 38,500 36,300 38,100 38,100 38,100 38,100 38,100 38,100 38,100 38,100

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（２） 99,052 100,492 119,787 134,030 138,294 123,007 126,716 134,936 132,723 134,455 133,580 131,624
（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（５） 85,000 54,000 54,110 47,770 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
（６） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（７） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２ (G) 247,476 198,256 210,466 197,832 207,109 212,438 216,659 223,709 222,482 223,875 223,201 221,254
（１） 163,297 108,543 115,960 98,288 101,984 102,004 102,484 106,504 102,484 102,504 102,484 102,504

10,242 12,397 12,375 11,869 11,869 11,869 11,869 11,869 11,869 11,869 11,869 11,869
（２） (H) 84,179 89,713 94,506 99,544 105,125 110,434 114,175 117,205 119,997 121,371 120,717 118,750
（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
３ (I) 1,976 △ 2,364 1,931 20,268 19,285 △ 1,331 △ 1,844 △ 674 △ 1,659 △ 1,320 △ 1,520 △ 1,529

(J) 7,851 4,373 7,106 25,952 25,118 4,633 4,338 5,556 4,803 5,189 5,222 5,261
(K) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(L) 2,074 4,052 1,846 1,846 1,846 1,846 1,846 1,846 1,846 1,846 1,846 1,846
(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(N) 9,925 8,425 8,952 27,798 26,964 6,479 6,184 7,402 6,649 7,035 7,068 7,107
(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(P) 9,925 8,425 8,952 27,798 26,964 6,479 6,184 7,402 6,649 7,035 7,068 7,107
(Q)

(Q)
(B)-(C)

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金
形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)
翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 差 引 (F)-(G)
収 支 再 差 引 (E)+(I)
積 立 金
前 年 度 か ら の 繰 越 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出
建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費
地 方 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金
他 会 計 へ の 繰 出 金
そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入
地 方 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 補 助 金
他 会 計 借 入 金
固 定 資 産 売 却 代 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
工 事 負 担 金

営 業 外 費 用
支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息
そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他
営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金
そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用
営 業 費 用

職 員 給 与 費
う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益
営 業 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度



(A)
(D)+(H)

(S) 38,661 44,713 49,211 52,967 56,011 58,491 60,512 62,158 63,500 64,593 65,484 66,210
((R)/(S)×100) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(U) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(V) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(W) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(X) 2,103,005 2,059,892 2,018,694 1,978,320 1,938,754 1,899,979 1,861,979 1,824,740 1,788,245 1,752,480 1,717,430 1,683,082

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

22,247 22,393 25,507 28,489 28,853 25,673 25,982 27,091 26,340 26,292 25,801 25,106
3,709 3,733 4,252 4,749 4,810 4,280 4,331 4,516 4,391 4,383 4,301 4,185

18,538 18,660 21,255 23,740 24,043 21,393 21,651 22,575 21,949 21,909 21,500 20,921
99,835 100,495 114,467 127,851 129,488 115,215 116,603 121,580 118,211 117,996 115,787 112,673
10,460 10,529 11,993 13,395 13,567 12,071 12,217 12,738 12,385 12,363 12,131 11,805
89,375 89,966 102,474 114,456 115,921 103,144 104,386 108,842 105,826 105,633 103,656 100,868

122,082 122,888 139,974 156,340 158,341 140,888 142,585 148,671 144,551 144,288 141,588 137,779

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定
し た 資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

健全化法施行令第16条により算定した資金
の不足額

健全化法施行規則第６条に規定する解消可
能資金不足額

0

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

0 0 0 0 0 0

地方財政法による資金不足の比率

0

40.0 39.4 39.342.3 41.5 40.7

0 0

39.3

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R) 0 0

43.9 44.6 43.5収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 46.0 45.8



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

・公共下水道事業は、地方財政法上の公営企業とさ
れており、独立採算性を原則としている。本村にお
いては、市街化区域の人口増加に伴い、下水道使用
料の増が見込まれているが、未だ汚水処理費の全て
を下水道使用料で賄いきれず、一般会計からの繰入
金により補填している状況である。こうしたことか
ら、水洗化率向上に努め、社会情勢等を考慮しなが
ら使用料体系の見直しが必要であり、中長期の経営
状況の改善に向け、経営戦略の策定をおこなう必要
がある。また今後は、中城湾南部流域単位に限ら
ず、沖縄県や近隣市町村との連携、情報共有をおこ
ない経営状況改善に向けた取り組みを推し進める必
要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

①. 収益的収支比率は、単年度の収支が100％未満
の場合、赤字であることを示す。本村においては、
Ｈ30年度で43.83％と依然低い数値を示しており赤
字の状況である。地方債償還金の増加により年々他
会計繰入金が増加し、他会計への依存度が高い状況
となっている。
④. 企業債残高対事業規模比率は、下水道料金収入
に対する企業債残高の割合であり企業債残高の規模
を表す指標となっている。本村の下水道事業は整備
途中であり、企業債の残高も増加傾向である。引き
続き早期の下水道整備に努める必要がある。
⑤. 経費回収率については、使用料で回収すべき経
費を、どの程度使用料で賄えてるかを表した指標で
ある。当村においては、下水道接続率も下水道使用
料収入も類似団体平均値よりも低い状況であり、下
水道接続率の向上や適正な使用料金の見直し等を検
討する必要がある。
⑥. 汚水処理原価とは、有収水量１㎥あたりの汚水
処理に要した費用を表した指標である。当村は類似
団体平均値よりも高い。効率的な汚水処理の実施の
ためにも、下水道接続率を向上させ有収水量を増加
させるといった経営改善が必要である。
⑧. 水洗化率とは、下水道処理区域内人口のうち、
実際に下水道を使用して家庭内汚水を処理している
人口を表す指標である。本村の水洗化率は向上して
いるものの類似団体と比較しても依然として水洗化
率が低く、啓蒙活動に努める必要がある。

・本村は平成８年度より下水道事業に着手してお
り、下水道整備を鋭意行っている時期である。現
在、経年による老朽化が見られる地区はないが、将
来的な管渠等の改築の必要性を推測するため、下水
道ストックマネジメント計画を策定し、効率的なコ
ストの平準化を実施していく必要がある。

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 57.20 100.00 1,170 12,188 1.84 6,623.91

15.53 1,370.51 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cb2 非設置 21,284

経営比較分析表（平成30年度決算）
沖縄県　中城村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.58 0.01 0.20 0.16 0.20

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 43.11 43.19 82.63 52.37 43.83

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

4,500.00

5,000.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 142.89 0.00 0.00 0.00 4,606.92

平均値 1,847.13 1,862.51 1,622.57 855.79 948.07

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 17.77 22.21 50.47 25.37 50.85

平均値 42.22 53.03 58.32 82.82 83.31

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 402.96 327.30 150.01 298.21 150.00

平均値 300.07 250.86 227.65 165.76 160.62

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 - - - - -

平均値 42.07 37.95 32.42 50.12 49.98

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 37.56 42.85 44.97 49.08 52.36

平均値 63.92 63.25 60.69 86.63 87.09

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.78】

【95.20】【58.98】【136.86】【100.91】

【0.23】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


